
次代を担う産地の後継者対策 
活動期間：平成２３～（継続中） 

○高吾地域においては、①就農希望者に対しての就農相談から就農までの
一貫した支援体制がない。②新規就農者の技術力が低く、経営が不安定。
などから、担い手不足に対する産地の衰退が懸念されていた。 

○就農希望者の円滑な就農と新規就農者の早期定着を目指して、①就農希
望者の受入態勢づくり、②研修会と交流の場づくり、③新規就農者の営農
定着支援、を実施した。 

○管内の新規就農者数（５年間計）が、４０人（H１８～２２）から９０人（H２３
～２７）と２．３倍に増えた。 

高知県 

具体的な成果 

１ 就農希望者の円滑な受入態勢づくり  
   指導農業士の増員（１７人） 
   研修事業の制度化（管内全町村）  
   町村の独自支援を創設（２町） 
    小規模レンタルハウス 
    壮年就農給付金 
   新規就農チェックポイントの作成と運用 

２ 就農希望者と新規就農者への研修 
   「高吾えいのう塾」の開催 
   参加者アンケート 
    理解度９１％、満足度９５％（Ｈ２６） 

３ 新規就農者の営農定着支援 
   経営安定への支援対象に占める目標  
  所得の達成率：２/７（Ｈ２５） → 
   ５/７（Ｈ２６） → １０／１３（Ｈ２７） 

普及指導員の活動 

１ 就農希望者の受入態勢づくり 
  就農に向けた品目選定や研修受入農家 
 として指導農業士候補者の選定、町村で 
 の研修事業の制度化などについて、各町 
 村の担い手協議会での検討を働きかけた。 
  提案書作成支援や就農希望者に対する  
 支援体制強化への助言。 

２ 「高吾えいのう塾」の開催 
  指導農業士による実践研修を効果的に 
 行えるよう、農業の基礎知識習得のため  
 に研修会を開催。参加者ニーズに配慮し 
 て研修内容を所内全員で検討。 

普及指導員（普及所）だからできたこと 

・それぞれの分野での専門技術を持つ普及
指導員の集団である普及所だからこそ、新
規就農者等の総合的な資質向上を図ること
ができた。 

・普及指導員としてのコーディネート力を活
かして、関係機関・団体との役割分担を行
い、連携した助言・指導により、就農相談か
ら営農定着に向けて一貫した支援体制が構
築できた。 

高吾えいのう塾の実績 

指導農業士による実践研修 

３ 新規就農者の営農定着支援 
  新規就農者が作成した営農計画の 
 実践状況について確認や助言を行うと 
 ともに、次作の営農計画の作成・見直 
 しと作物の生育に合わせた技術指導  
 実施。 

年度 回数 
参加者 

（延べ） 
研修メニュー 

Ｈ23 3回 11人 農業全般、土づくり、肥料、防除、農薬 

Ｈ24 7回 92人 上記に加え、植物生理、経営など 

Ｈ25 16回 113人 上記に加え、肥料設計、品目別研修など 

Ｈ26 10回 23人 Ｈ２３の内容に加え、農業経営、品目別研修 

Ｈ27 4回 27人 農業全般、土づくり・施肥、病害虫農薬、経営 
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高知県 

次代を担う産地の後継者対策 
 

活動期間：平成２３～（継続中） 

 

１．取組の背景 

管内は中山間地域が多く、高齢化により担い手が減少しており、主要品目の産

地維持には、新規就農者の確保と育成が重要な課題である。 

そのため、就農希望者の円滑な就農と早期定着が必須であるが、受入体制や農

地情報等の整理が十分ではなかった。 

また、就農希望者や新規就農者の農業に関する基礎知識や技術の不足、経験年

数や技術力の差が明らかになり、レベルに応じた対応が必要となってきた。 

さらに、新規就農者の多くは経営状況が不安定であるため、経営改善を支援し、

早期の経営安定を目指す必要があった。 

 

表１ 過去５年間における経営品目別の新規就農者数     （単位：人） 

調査年度 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 計
トマト 1 1 1 3 10 16
ニラ 4 2 2 4 3 1 16

ショウガ 1 2 1 4 8
ピーマン 2 1 2 2 7
イチゴ 2 2 6 7 2 2 21
その他 2 8 4 9 11 9 43
計 5 14 12 12 23 19 26 111

※複合経営は主品目でカウント。雇用就農者及び配偶者は除く。 

 

２．活動内容（詳細） 

１）就農希望者の円滑な受入態勢づくりと就農 

支援 

就農に向けた品目選定や研修受入農家とし   

て指導農業士候補者の選定、町村での研修事 

業の制度化など、研修希望者が実践的な研修 

ができる受入態勢づくりについて、各町村の 

担い手協議会での検討を働き掛けた。トマト 

については、提案書による就農希望者の募集  関係機関による就農支援の話し合い 

を開始した。トマト以外の品目についても、それぞれの部会の意向も踏まえて関 

係機関連絡会等で就農希望者に対する支援体制強化に向けた協議を継続してい 

る。 

農地とハウスの情報をリスト化する必要性を関係機関が共通認識し、主要品目 

の部会員等に対し聞き取り調査を実施。 

   新たに６人の就農相談に対応するとともに、東京、大阪で開催された「新・農

業人フェア」に参加し、合計１１組１２名と面談。（平成 27 年度） 

高糖度トマトで農家研修中の２名に対して、本人の意向を確認しながら就農計 

画の作成や就農準備について支援した。（平成 26 年度）農業担い手育成センター

で研修中のトマト就農予定者に対しては、栽培予定地や建設予定のハウス等につ

いて関係機関と連携して対応した。 
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２）就農希望者と新規就農者への研修 

    普及所主催の農業講座「高吾えいのう塾」について、対象者の意向を考慮し 

たうえで所内全員が検討して年間計画を作成し、ＪＡ広報や個別案内で開催案 

内と呼びかけを行った。 
 

表２ 高吾えいのう塾の開催実績 
年度 回数 参加者（延べ） 研修メニュー 

Ｈ２３ ３回 １１人 農業全般、土づくり、肥料、防除、農薬 

Ｈ２４ ７回 ９２人 上記に加え、植物生理、経営など 

Ｈ２５ １６回 １１３人 上記に加え、肥料設計、品目別研修など 

Ｈ２６ １０回 ２３人 Ｈ２３の内容に加え、農業経営、品目別研修 

Ｈ２７ ４回 ２７人 農業全般、土づくり・施肥、病害虫農薬、経営 

 
   農業講座（研修会）の講義風景          現地研修（害虫） 

 

３） 新規就農者の営農定着支援 

青年就農給付金（経営開始型）受給者を 

  中心とした年２回の現地確認時や個別巡回 

  により、生育に応じた適期の栽培技術習得 

  について支援するとともに、担い手協議会 

主催の簿記講座や個別対応を通じて、簿記 

記帳や経営改善の助言を行った。 

 

新規就農者との面談 

 

３．具体的な成果（詳細） 

１）就農希望者の円滑な受入態勢づくりと円滑な就農支援 

指導農業士が10人に増えるなど、管内全町村で就農希望者が実践研修できる受

入態勢が整うとともに、２町において小規模レンタルハウスや壮年就農給付金な

ど町村独自の支援についても後押しできた。また、施設品目であるイチゴとニラ

では農地とハウスの情報をリスト化し、将来、他者によるほ場利用が可能か、生

産者の意向を確認した。トマトについては、貸す意志のあるハウス候補地として

約４ｈａあった。今後、これらの情報を利用して就農希望者と栽培ほ場とのマッ

チングを行うとともに、他の品目でのリスト化も進めていく。 
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２）就農希望者と新規就農者への研修 

   農家研修実施中の就農支援により、平成 26 年度中に 2名が新たに就農した。 

  平成 27 年度時点で農業担い手育成センターで研修中のトマト就農予定者につい

ては、平成28年度には農家研修を実施し、平成29年から就農する見込みである。 

指導農業士による実践研修を効果的に行えるよう、農業の基礎知識習得のため

に研修会を開催し、病害虫対策や土づくりなどの基礎技術と個別品目（ニラ等）

の技術指導を組み合わせた内容で開催した。平成 25 年度の参加者アンケートでは

理解度９１％、満足度９５％と高評価であった。 

 

３）新規就農者の営農定着支援 

新規就農者が作成した営農計画の実践状況について確認や助言し、平成 27 年度

支援対象者 13 戸のうち 5戸が目標所得を達成した。さらに、次作の営農計画の作

成・見直しと、作物の生育に合わせた技術指導を行ったことで、適期作業の実施

や技術向上につながっている。また、簿記記帳や経営改善の助言を行った結果、

10 戸が複式記帳を行うようになり、経営内容をもとに経費削減に取組んでいる。 

就農相談から就農受入体制づくり、農業講座や経営指導など、一貫した支援体

制をとることより、管内の新規就農者数は、平成 23～27 年度の 5年間で 90 名と

なり、平成 18～22 年度の 40 名に比べて 2.3 倍に増加した。 

 

４．農家等からの評価・コメント 

  「「これが天敵昆虫か！」と実際に目で見て確認したり、具体的な事例を基に

自ら考えて肥料設計を学ぶことができた。」 

  「土づくりについては、有機質資材の有効性や三大要素が理解できた。」 

  「農業に関する知識や意識が不足しているので、とてもためになった。」 

 

５．普及指導員のコメント（所属・役職・氏名を記入） 

  「新規就農者と指導農業士の意見交換会を実施したことで、農家同士あるいは

農家と関係機関との交流が促進された。」（主幹・讃野修司） 

「えいのう塾の開催により、講義だけでなく、実際に作物を研修材料に害虫や

天敵昆虫を目で見ることによってしっかり覚えてもらうことができた。」（主任・

伊藤政雄） 

「就農相談時から実際の就農に至るまでの関係機関・団体との連携及び役割分

担がいかに重要かを認識したうえで、普及指導員がコーディネートしていく必要

性を痛感している。」（地域営農担当チーフ・池澤昭博） 

 

６．現状・今後の展開等 

今後は高齢化の進行による農業からのリタイアが加速されることも想定され、主

要品目の産地維持と発展に向けて担い手対策をさらに充実させることが課題とな

っている。そのため、部会や関係機関が合意形成し、「提案型」の実践による新規

就農者の確保・育成に向けて取り組んでいく。 
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